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－ 総括 1－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２４年度 平成２３年度 伸び率 

予算総額 ２８，００８，６４５千円 ３２，８０９，９５２千円 △ 14.6％ 

一般会計構成比         １．７ %          １．９ %    － 

 

  【小規模企業者等設備導入資金特別会計】 

   予算総額 ７４９，０３１千円 １,１２４,４２６千円 △ 33.4％ 

 

 

Ⅱ 主な新規事業および重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ がんばる中小企業の支援 

 （１）経営革新にチャレンジする企業等の支援 

Ｐ １     小規模事業経営支援推進費【産業労働政策課】         ２，８８０，３８５ 

           （財）埼玉県産業振興公社運営費【産業労働政策課】     ２５６，６３４ 

Ｐ ２    中小企業イノベーション支援事業【産業支援課】          １８，１４４ 

         中小企業支援センター事業【産業支援課】           ５２，２４０ 

Ｐ ３ 新規 女性事業者支援事業【産業支援課】                ３，５７７ 

Ｐ ３ 新規 女性向けいちおしサービスＰＲ事業【商業・サービス産業支援課】１０，０００ 

Ｐ ４ 新規 シニア人材による中小企業サポート事業【産業支援課】     １３，０５４ 

 

 （２）産学官連携・知的財産活用による新製品・新技術開発支援 

         知的財産・科学技術推進事業費【産業支援課】           ２８，１４０ 

         産学連携・産業創出総合支援事業【産業支援課】         １７，６９１ 

彩の国新産業創出研究開発推進事業費【産業支援課】       ４８，０５９ 

         産業技術総合センター事業運営費・管理費【産業支援課】    ４８６，２９１ 

 

 （３）創業前の相談からフォローアップまでの一貫した創業支援 

         創業・ベンチャー支援事業費【産業支援課】           ６３，２３５ 

  Ｐ ３ 新規 女性創業支援事業【産業支援課】                ２，０１５ 

 

（４）海外企業とのマッチングなど新たな事業展開の支援 

 Ｐ ５ 新規 中国・アセアン経済交流促進事業【企業立地課】        ２８，８１６ 

 Ｐ ５ 新規 次世代産業（医療）分野海外進出支援事業【企業立地課】    １０，６２２ 



－ 総括 2－ 

Ｐ ５    中小企業国際化支援事業【企業立地課】            ８０，３２１ 

 

（５）中小企業に対する金融支援の充実 

 Ｐ ６    中小企業制度融資事業費【金融課】           ４，６０２，４９２ 

 

 ２ 新たな成長を導く次世代ビジネスの振興 

 （１）成長が見込める産業への参入支援 

Ｐ ７    次世代自動車産業支援事業【産業支援課】              ７７，１９１ 

Ｐ ８  新規 新たな成長産業創出促進事業【産業支援課】                  ７５，８２１ 

Ｐ ９ 新規 スマート街区先導モデル事業【産業労働政策課】           ４０，８８０ 

Ｐ ５ 新規 次世代産業（医療）分野海外進出支援事業【企業立地課】     １０，６２２（再掲） 

 

  （２）新技術・新商品の研究開発支援 

Ｐ ７        次世代技術開発等チャレンジ事業【産業支援課】         ９５，４０１ 

Ｐ ８ 新規 新たな成長産業創出促進事業【産業支援課】          ７５，８２１（再掲） 

彩の国新産業創出研究開発推進事業費【産業支援課】      ４８，０５９（再掲） 

       産業技術総合センター事業運営費・管理費【産業支援課】   ４８６，２９１（再掲） 

 

  （３）ＳＫＩＰシティを活用した映像関連産業の振興 

       映像関連産業振興費【商業・サービス産業支援課】      ７８５，８１１ 

              世界に羽ばたけ！若手映像クリエイター支援事業費【商業・サービス産業支援課】 

６，７９９ 

 

 ３ 産業集積の推進 

  （１）企業誘致活動の実施 

Ｐ１０    企業立地推進事業【企業立地課】               ３０，７９６ 

Ｐ１０        産業立地促進助成費【企業立地課】           １，３１８，２１４ 

 

 （２）埼玉の成長を支える拠点づくり 

Ｐ１１        西部地域振興ふれあい拠点施設整備事業費【産業拠点整備課】    

                                                                  １，１４６，８８８ 

Ｐ１２ 新規 北部地域振興交流拠点施設（仮称）基礎調査費【産業拠点整備課】 ９，５０４ 

 

４ 商業・サービス産業の振興 

（１）生活サポート産業の事業者ネットワークによる新商品・新サービス創出支援 

 



－ 総括 3－ 

Ｐ１３    生活サポート産業ネットワークづくり事業【商業・サービス産業支援課】 

                                      ４４，３７５ 

 

（２）商店街のにぎわいづくりと環境整備の支援 

 Ｐ１４    中心市街地等商店街活性化促進事業費【商業・サービス産業支援課】 

                                                                             ４５，２３３ 

       新規 「食」の商業活性化イベント事業【商業・サービス産業支援課】 ２０，９８７ 

 

５ 魅力ある観光の推進 

（１）グルメ・アニメ・歴史・産業などの地域資源を活用した多彩な体験型観光づくり 

       新しい埼玉観光の創造事業【観光課】              ３２，０５２ 

       伝統的手工芸品産業振興費【観光課】               ２，９０３ 

Ｐ１５ 新規 「教育旅行のメッカ」埼玉づくり事業【観光課】          ６，９１０ 

Ｐ１６ 新規 観光資源発掘・育成促進事業【観光課】            ３３，４０５ 

 

（２）外国人観光客の来訪促進と受入体制の充実 

       新しい埼玉観光の創造事業【観光課】              ３２，０５２（再掲） 

       アジアからの教育旅行受入促進事業【観光課】           ３，８５８ 

新規 観光案内板多言語化事業【観光課】              ６０，０４８ 

 

（３）多様な機関・団体と連携した観光客の誘致や回遊の促進 

       新しい埼玉観光の創造事業【観光課】             ３２，０５２（再掲） 

Ｐ１７ 新規 アニメとスマートフォンを活用した観光誘客事業【観光課】   １８，２１２ 

     新規 広域レンタサイクル事業【観光課】              ３０，０６１ 

 

（４）県産品のブランド化及び販路拡大 

     新規 観光物産ブランド化推進事業【観光課】            ４３，６２３ 

      新規 埼玉県物産観光館移転事業費【観光課】            ５３，０００ 

        物産観光助成費【観光課】                  ３１，０１４ 

       

（５）戦略的な広報による埼玉の魅力発信 

Ｐ１８ 新規 埼玉観光・物産知名度アップ事業【観光課】          ３２，０９３ 

新規 首都圏誘客プロモーション事業【観光課】            １５，１５９ 

 

６ 就業支援 

（１）新卒者、フリーター・ニートなどの若年者の就業支援 



－ 総括 4－ 

Ｐ１９     ヤングキャリアセンター埼玉運営費・就職支援事業費【就業支援課】 

                                      ６６，３１５ 

Ｐ２０ 新規  キャリアセンターブランチ等就職支援事業【就業支援課】      ２８，５４８ 

若者自立支援センター埼玉運営費・事業費【就業支援課】       １５，８８５ 

Ｐ１９     大学連携就職支援事業費【就業支援課】                      １４，６８５ 

Ｐ１９     若年者実務研修雇用促進事業【就業支援課】          １９６，３２２ 

 

（２）中高年齢者の再就職活動の支援 

        中高年齢者就業支援事業費【就業支援課】                  １１０，５０２ 

 

（３）発達の段階に応じたキャリア教育の推進 

産業人材育成総合支援事業費【産業人材育成課】         １５，２６５ 

          キャリア教育推進事業費【就業支援課】                    １，０４５ 

         大学生インターンシップ推進事業【就業支援課】          １５，４９９ 

 

 ７ 男女が共に働きやすい環境の整備 

（１）職場環境整備の支援 

Ｐ２１ 新規  多様な働き方推進事業【勤労者福祉課】                       ３２，１４６ 

   Ｐ２２ 新規  県庁と企業による共同利用型保育所設置事業【勤労者福祉課】   ３６，５４７ 

勤労者制度融資事業費【勤労者福祉課】                     １９２，２５６ 

 

（２）女性の就業支援 

          女性キャリアセンター運営費【就業支援課】           １７，４６８ 

Ｐ２０  新規 キャリアセンターブランチ等就職支援事業【就業支援課】      ２８，５４８（再掲） 

     すぐに働きたい女性応援プログラム事業費【就業支援課】     ６８，４６０ 

 

８ 障害者の就労支援 

（１）企業への働きかけによる障害者の雇用開拓 

Ｐ２３      障害者雇用推進事業費【就業支援課】                 ２４，４２２ 

Ｐ２３     障害者雇用サポートセンター運営費【就業支援課】          ３５，５２８ 

 

（２）特例子会社等の企業誘致 

Ｐ２３  新規  障害者雇用企業誘致専門員配置事業【就業支援課】        ２６，１６４ 

 

（３）障害者就労支援機関の機能や連携の強化                

        障害者就労支援事業費【就業支援課】             ２３，８９６ 



－ 総括 5－ 

９ 産業人材の確保・育成 

（１）ものづくり人材の育成 

Ｐ２４        高等技術専門校訓練等推進事業費【産業人材育成課】      ３２９，０２９ 

職業能力開発促進費【産業人材育成課】            ５７，６７０ 

         産業人材育成総合支援事業費【産業人材育成課】         １５，２６５（再掲） 

 

（２）成長分野の人材育成 

Ｐ２５  新規 エコタウンを支える人材創出事業【産業人材育成課】         ２８，３５７ 

Ｐ２４       高等技術専門校訓練等推進事業費【産業人材育成課】     ３２９，０２９（再掲） 

  Ｐ２４     委託訓練事業費【産業人材育成課】             １，７２９，５４７ 

 

１０ グローバル人材の育成 

（１）中小企業若手社員の海外研修の支援 

 Ｐ２６    中小企業若手社員海外研修支援事業【産業労働政策課】    １０，６９９ 

 

（２）大学生の海外インターンシップの促進 

Ｐ２６    海外インターンシップ促進事業費【就業支援課】         ６，４２８ 

    



 

－１－ 

支援機能の強化 合併・連携の促進 

 

小規模事業経営支援推進費 

 

担当 産業労働政策課 商工団体担当  

内線 ３７２１           

 

１ 目  的  

   県内商工業の発展を図るためには、県内事業者の多くを占める小規模事業者  

 の活力を高める必要がある。  

   そこで、商工会議所や商工会が行う小規模事業者に対する経営改善普及事業

  などに助成し、小規模事業者の活性化を図る。  

 

２ 事業内容  

（１）経営改善普及事業費（予算額 ２，８０４，３５３千円） 

   小規模事業者に対して、商工会議所や商工会が行う経営指導や相談、講習会

  の開催等のための人件費や事業費に対し補助する。  

（２）専門支援・広域支援事業費（予算額 ６６，３９８千円） 

   個別の事業者が抱える課題解決のための専門家派遣事業や特産品の開発、新

  たな販路の開拓など、商工会議所や商工会が行う専門的・広域的な事業に対し

  補助する。  

（３）支援機能強化事業費（予算額 ６，２２４千円） 

   小規模事業者に対し、より効果的かつ効率的に経営指導・支援をするため、

  商工会議所や商工会職員の資質向上事業に対し補助する。  

（４）合併支援事業費（予算額 ３，４１０千円） 

   商工会の機能強化に向けた組織体制の再構築に対する取組を支援するとと

  もに、合併する商工団体に対し合併経費を補助する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ２，８８０，３８５千円 

埼玉県 

小規模事業者 

専門支援事業 広域支援事業 

事業者のニーズに応じた 

・経営相談 

・融資あっせん 

・専門家派遣 

・講習会、企業交流会の開催 等 

 

商工会・商工会議所 

助 成 



 

－２－ 

 

中小企業イノベーション支援事業費のうち 

 

中小企業イノベーション支援事業  

 

  担当  産業支援課  経営革新支援担当 

  内線 ３９１０ 

 

１ 目  的  

 中小企業のイノベーションへの積極的な取組を支援し、中小企業の創意ある発

展と経営基盤の強化を図る。  

 

２ 事業内容  

中小企業のイノベーションを支援するため、意欲のある企業の掘り起こしから

経営革新計画の策定支援、計画承認取得後のフォローアップまで一貫した支援を

行う。 

 

（１）中小企業経営革新推進事業 

ア チャレンジ経営宣言企業登録制度の推進 

  経営や技術を向上させる新たな取組に意欲的に挑戦する企業を「チャレン

ジ経営宣言企業」として登録し、支援機関や専門家と一体となったオーダー

メイド支援を行う。（専門家派遣６０回） 

 

イ 経営革新計画承認制度の推進 

中小企業新事業活動促進法に基づき、新たな取組に挑戦する中小企業が作

成する経営革新計画の承認を行う。また、計画の作成及び計画の円滑な実行

を支援するため、専門家派遣を行う。（専門家派遣１２０回） 

 

（２）経営革新セミナーの実施 

中小企業の経営革新に対する意識喚起と情報提供を行うため、中小企業団体

等と連携し、経営革新セミナーを２回開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １８，１４４千円 

現状の 

 

経営状態 

チャレン

ジ経営宣

言の登録 

経営革新 

計画の 

策 定 

経営革新 

計画の 

承 認 

 

経営革新 

計画の 

実 行 

事業の拡大 

経営基盤の 

強 化 

意欲的な企業の

掘り起こし 意欲的な企業に対する集中支援 

県・支援機関による一体的なオーダーメイド支援 



新 規 

－３－ 

 

女性の活躍の場を創出  

 

担当 （１）女性創業支援事業         

（２）女性事業者支援事業        

産業支援課 新産業企画・創業支援担当 内線３７３５ 

（３）女性向けいちおしサービスＰＲ事業 

        商業・サービス産業支援課       

人材育成・サービス産業担当 内線３７５４ 

 

１ 目  的 

  女性の感性や視点を活かした創業支援や女性の商品企画力等の育成、女性向けサービ

スのＰＲ支援を実施し、女性の力を活用した県内産業の振興や雇用の促進を図る。 

 

２ 事業内容  

（１）女性創業支援事業（予算額 ２，０１５千円） 

   県内５地域（さいたま市、川越市、熊谷市、秩父市、春日部市）で女性を対象とし

た創業セミナー・相談会を実施し、女性の経験や新たな視点を活かした創業を支援す

る。 

 

（２）女性事業者支援事業（予算額 ３，５７７千円） 

   女性の商品企画力、開発力を育成するための研究会や女性経営者等との異業種交流 

会を開催し、女性の発想力や創造力を活かした県内中小企業の競争力・成長力の強化 

を図る。   

  

（３）女性向けいちおしサービスＰＲ事業（予算額 １０，０００千円） 

   女性向けに優れたサービスを提供する商店街等を選定し、ＰＲ映像を作成

する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額  １５，５９２千円 

 
起業を支援する 

 
事業拡大を支援する 

 
消費の拡大 

 
○女性に特化した起業支援 
 
 
 
 ・女性創業者向けセミナー 

 ・開業相談会 

 
・女性創業支援事業 

 
○消費意欲を喚起する 

 
 
 
 ・商店街等が取り組む女性向け 

商品・サービスのＰＲ 

 
○商品企画・開発支援 

 
 
 
 ・女性商品企画研究会 

 ・女性経営者との異業種交流会 

 
・女性事業者支援事業 

・女性向けいちおしサー 
ビスＰＲ事業 

 
女性の活躍による県内産業の活性化・新たな雇用の創出 



新 規 

－４－ 

中小企業イノベーション支援事業費のうち 

 

シニア人材による中小企業サポート事業  

 

担当 産業支援課 経営革新支援担当 

                     内線 ３９０２           

 

１ 目  的 

  高度かつ多様なビジネススキルを持った地域の元気なシニアが県内中小企 

 業の課題解決に向けた助言や支援を行うための仕組みを構築する。  

 

２ 事業内容 

（１）シニア人材によるサポートクラブの結成  

   中小企業の支援に意欲のある県内在住の企業ＯＢ等のシニア人材を県及

  び県産業振興公社が発掘・募集し、「（仮称）中小企業サポートクラブ」を

  結成する。 

（２）サポートクラブの運営 

  ア コーディネーターの設置 

    企業ニーズの把握及び企業とシニア人材とのマッチングを行うために、 

   サポートクラブにコーディネーターを１名設置する。 

  イ 企業ニーズ調査の実施 

    経営革新計画承認企業等を対象に、シニア人材による企業訪問を実施し、 

   支援ニーズの把握を行い、支援を希望する企業を発掘する。（５００社） 

  ウ マッチング支援の実施 

    コーディネーターが、支援を希望する企業のニーズに応じて、シニア人 

   材と企業のマッチングを実施する。決定された支援者が課題解決のための 

   支援を行う。（５０社×３回）  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  ※サポートクラブは３年後に自主運営に移行予定  

３ 予 算 額   １３，０５４千円 

協働 

 

中  小  企  業 

サポートクラブ 

 
 コーディネーター 

       １名 

①発掘・募集 

②登録 

③企業 

 ニーズ調査 

④マッチング 

⑤支援 

県・県産業振興

公社 

 

 

 

様々な課題

を 抱 え る  

中 小 企 業 

支援スキーム 

 

 

 

技術・経験を

  持つ 

シニア人材 



一部新規 

－５－ 

 

ビジネスサポートデスク 
 

ベトナム（ハノイ） 

ビジネスコーディネーター 

・タイ（バンコク） 

・ベトナム（ホーチミン） 

 

 

中 小 企 業 国 際 化 関 連 事 業 

 

担当 企業立地課 総務・国際経済担当 

                  内線 ３７４５  

           

１ 目  的 

  今後の経済成長が見込まれるアセアン諸国・中国及びこれまで企業間連携などの取組

を進めてきたアメリカ中西部地域での県内企業のビジネス活動を支援し、県内企業の振

興と地域経済の活性化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）新中国・アセアン経済交流促進事業（予算額２８，８１６千円） 

  ア 中国市場への参入支援 

○上海市近郊・山西省への県訪問団の派遣→トップセールスを実施 

   ○海外ビジネスマッチング事業→現地企業や日系企業とのマッチング 

 

イ アセアン市場への参入支援 

○アセアンビジネスサポートデスクの設置 

    ・県内企業の進出意欲の高いベトナムに、ビジネスサポートデスク 

を設置し、現地でビジネスをサポートする。 

   ○タイ・ベトナムへの県訪問団の派遣→トップセールスを実施 

   ○海外ビジネスマッチング事業→現地企業や日系企業とのマッチング 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新次世代産業（医療）分野海外進出支援事業（予算額１０，６２２千円） 

○医療機器先進地(ミネソタ州)への県訪問団の派遣 

→日本・米国中西部会に出席するとともにトップセールスを実施 

  ○海外ビジネスマッチング事業→医療機器メーカーとのマッチングを実施 

 

（３）中小企業国際化支援事業（予算額８０，３２１千円） 

  ○上海ビジネスサポートセンターの運営 

  ○埼玉国際ビジネスサポートセンターの運営 

 

３ 予 算 額   １１９，７５９千円 

連携 



一部新規 

－６－ 

 

中小企業制度融資事業費 

 

  担当  金融課  企画・制度融資担当 

  内線 ３８０１ 
 

１ 目  的 

   県内の中小企業の資金需要に応え、多様性に富んだ産業の育成を図る。 

 

２ 事業内容 

   厳しい経営環境にある中小企業を支援するため、長期資金の融資利率の引下げを行 

  うほか、埼玉版ウーマノミクスを推進するため、「女性経営者支援資金」を創設する。 

   また、総融資枠は４，０００億円とし、中小企業の資金需要に万全を期す。 
 

（１）主な変更点 

  ア 融資利率の引下げ 

    固定金利としている全ての長期資金（融資枠２，５００億円）の融資利率を 

   ０．１％引き下げる。 

 

  イ 「女性経営者支援資金」の創設（埼玉版ウーマノミクスの推進） 

    女性の起業、創業後の規模拡大、新分野の進出等を行う女性起業家、女性経営者 

   に対して長期・低利(固定)の融資を創設する。 

    ・女性起業家支援：利率１．２％ 限度額１，０００万円（自己資金要件なし） 

    ・規模拡大等支援：利率１．３％ 限度額５，０００万円 

     

  ウ 「産業立地資金」の拡充（埼玉エコタウンの推進） 

    工場立地に伴い整備する創エネ、省エネ、蓄エネ設備を融資対象に追加するとと 

   もに、工場適地への移転等の場合の融資限度額の引上げを行う。（１億円→２億円） 

 

  エ 「産業創造資金」の拡充（世界水準の中小企業育成） 

    県などの補助により研究開発を行った試作品を商品化するための費用を融資対象 

   に追加する。 

   

（２）総融資枠  

資 金 名 融資枠 資 金 名 融資枠 

○新 女性経営者支援資金 １００億円  事業資金・一般貸付 ４００億円 

  起業家育成資金 １００億円  事業資金・短期貸付 ２００億円 

  産業創造資金 １００億円  スーパーサポート資金 １００億円 

  企業成長サポート資金 ２００億円  小規模事業資金 ３００億円 

  産業立地資金 １００億円  企業パワーアップ資金 ２００億円 

  経営安定資金 ８００億円  借換資金 １，０００億円 

  要件緩和型経営安定資金 ４００億円 合 計  ４，０００億円 

 

３ 予 算 額  ４，６０２，４９２千円 



 

－７－ 

 

 

次世代産業参入支援関連事業  

 

                 担当 産業支援課           

 （１）次世代自動車産業支援事業      

 技術支援担当     内線３７７７ 

（２）次世代技術開発等チャレンジ事業   

   新産業企画・創業支援担当 内線３７３７ 

 

１ 目  的 

     産業構造が大きく転換する中、次世代産業として成長が期待できる分野に参入する 

   県内中小企業を支援することにより、企業の持続的な成長を促す。 

  

２ 事業内容 

（１） 次世代自動車産業支援事業（予算額 ７７，１９１千円） 

    次世代自動車支援センター埼玉に、民間企業出身の経験豊富なアドバイザーを配 

置して、技術開発から販路開拓まで一貫した支援を実施し、次世代自動車産業への 

     転換・参入を後押しする。 

（２） 次世代技術開発等チャレンジ事業（予算額 ９５，４０１千円） 

  ア 次世代産業参入支援補助事業 

    次世代産業分野（次世代自動車、新エネルギー等）への進出やオンリーワン技術の

確立に取り組む中小企業の新技術・新製品開発に対して費用の一部を助成する。 

     補助率：１／２、上限額：１，０００万円以内 

  イ 次世代産業カレッジ事業 

    県内中小企業の技術者等を対象に、理工系大学教員等を講師とする次世代産業に関

する講座等を開催する。（年５０回開催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １７２，５９２千円 

次世代産業参入支援補助 次世代自動車支援センター埼玉 

○技術開発支援 

・技術相談 

・開発資金獲得支援 

○研究会活動 

・新技術・新商品 

 開発研究会 

・車両分解研究会 

○販路開拓支援 

・商談会の開催 

・海外メーカーへの販路開拓 

次世代産業カレッジ 

・世界水準レベルの技術力を持つ人材を育成 

・「新エネルギー」「次世代自動車」「医療福祉」

を中心に開催 

・成長分野進出のための新製品開発やオン

リーワン技術の確立に対する補助 

 

次世代自動車支援 

人材育成 

研究開発費支援 



新 規 

－８－ 

次世代産業支援費のうち 

 

新たな成長産業創出促進事業  

 

                    担当 産業支援課 技術支援担当 

                    内線 ３７３６ 

 

１ 目  的 

  県内中小企業の次世代産業への参入を促進するため、今後の成長が期待でき

 る新エネルギー及び医療・福祉分野に関する研究開発プロジェクトを推進する。 

  また、企業の高度な技術開発に対応する先端試験機器を整備し、中小企業の 

 さらなる技術力向上を支援する。  

 

２ 事業内容 

（１）次世代産業プロジェクト（予算額 ３５，２９１千円） 

    特に今後の成長が期待できる新エネルギー分野及び医療・福祉分野における新製

   品・新技術開発をテーマにした研究開発プロジェクトを推進するとともに、効果的

   なプロジェクト運営のために支援専門家（コーディネーター）を３人配置する。 

 【開発テーマ案】 

   新エネルギー分野           医療・福祉分野 

    

   ○テーマ１              

    新型太陽電池開発プロジェクト 医療検査機器開発プロジェクト 

   ○テーマ２ 

    太陽光パネル改良プロジェクト 

  

 

 

 

（２）次世代産業支援機器整備事業（予算額 ４０，５３０千円） 

    次世代産業分野における高度な技術開発に対応するため、必要となる試 

   験機器を産業技術総合センターに導入し、中小企業の研究開発をサポート

   する。 

 【整備する機器】 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ７５，８２１千円 

○テーマ１ 

 医療検査機器開発プロジェクト 医療検査機器開発プロジェクト 

コーディネーター２名配置 

 

コーディネーター１名配置 

 

 Ｘ線回析装置（１台） 

  

オゾン劣化試験機（１台） 
  

新素材などの構造を原子レベルで分析 

ゴム製品などの耐久性の評価 



新 規 

－９－ 

次世代産業支援費のうち 

 

スマート街区先導モデル事業  

 

担当 産業労働政策課 産業・雇用企画調査担当 

内線 ３７２８     

 

１ 目的 

越谷レイクタウン駅南口前の街区において、越谷市及び民間企業と連携し、最新のス

マートハウス（モデルハウス）とスマートショップ（店舗）によるマイクログリッドを

構築する。各建物間で電力融通を行った実践結果など、スマート街区に関する最新技術

情報を発信し、この分野への県内企業の新規参入に結びつける。 

 

２ 事業内容 

スマートハウス（モデルハウス）６棟とスマートショップ(店舗）１棟による

マイクログリッドの実践・展示（平成２４年１２月オープン予定） 

・マイクログリッドの実践結果やスマートハウスに関する創エネ、省エネの最

新技術の発表会の開催 

・県民の体験宿泊・利用の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ４０，８８０千円 

一括受電 
自営線 

マイクログリッド 

スマートショップ(店舗） 

スマートハウス（モデルハウス） 

スマートハウス 

（モデルハウス） 

マイクログリッド 

太陽光発電など小規模な発電施設と消費施設をもつエネルギーネットワーク。電力会社の送電網とは

一カ所で連結し、太陽光発電など天候に左右されるエネルギー供給特性を補い、住宅、店舗などのエ

ネルギー需要特性と適合させるよう、情報通信技術を利用してネットワーク全体を管理する。 

 

燃料電池 
蓄電池 

ＨＥＭＳ 
LED 照明 

 

共用太陽電池・蓄電池 

太陽電池 

テレビ 
エアコン 



 

－１０－ 

 

企 業 誘 致 の 推 進 

 

担当 企業立地課 企業誘致・立地窓口担当  

内線  ３７４６  

 

１ 目  的  

  充実した高速道路網など優れた産業インフラを活かしながら、企業誘致

活動を展開し、県内産業の振興や雇用の創出、税収の確保につなげる。  

 

２ 事業内容 

（１）企業立地推進事業（予算額 ３０，７９６千円）  

① 戦略的産業立地推進事業          

     ・「チャンスメーカー埼玉戦略Ⅱ」 

（平成２２年度～平成２４年度）の展開  

・企業立地情報・用地情報の収集・提供  

② 立地企業フォローアップ推進事業       

     ・「彩の国ビジネスアリーナ」展示スペースの提供 

・ビジネス懇談会の実施  

③ 関西地区企業誘致推進事業             

         大阪における企業交流会の開催など関西地区企業に対する誘致 

活動を展開  

 

（２）産業立地促進助成費（予算額 １，３１８，２１４千円） 

   県内への企業立地を促進するため、県内に工場等を建設し、雇用の創

出等に貢献した企業に対し、工場等の建設に係る不動産取得税相当額の

補助金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

                 ＜川島インター産業団地＞ 

３ 予 算 額   １，３４９，０１０千円 

 



 

－１１－ 

西部地域振興ふれあい拠点施設整備事業費  

 

担当 産業拠点整備課 総務・西部ふれあい拠点整備担当 

内線 ３９３３ 

 

１ 目  的 

  埼玉県と川越市の共同事業として、地域産業の振興と地域住民の活動・交流を促

進するための西部地域振興ふれあい拠点施設（仮称）を川越市に整備する。 

 

２ 事業内容 

 ○県市施設の建設工事に着手する。 

  （工事期間 平成２４年度から平成２６年度） 

 ○民間施設については、平成２３年度に決定した民間事業者に事業用地の一部を貸

し付け、民間事業者が整備する。（定期借地権３０年間） 
 

県 市 施 設 床 面 積 施 設 内 容 

県 施 設 約10,910㎡ 
交流支援施設、創業支援施設、商工団

体等施設、県地方庁舎 

市 施 設 約13,830㎡ 市民活動支援センター、ホール 

共 用 部 約15,960㎡ 駐車場等 

計 約40,700㎡  
   

民間にぎわい施設 約21,500㎡ 商業施設（物販、クリニック、保育所等） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ＜県市施設イメージ＞ 

 

３ 予 算 額   １，１４６，８８８千円 



新 規 

－１２－ 

 
北部地域振興交流拠点施設（仮称）基礎調査費 

 

担当 産業拠点整備課 東部ふれあい拠点整備担当 

内線 ７６１８  

 

１ 目 的 

埼玉県と熊谷市の共同事業として、本県産業の振興と地域の活性化をめざ

した北部地域振興交流拠点施設（仮称）の整備を検討・推進するための基礎

調査を行う。 

 

２ 事業内容 

○基本構想案の策定のための整備推進協議会を開催する。 

○事業用地（旧テクノ用地）に係る用地測量・土質調査を行う。 

 ＜事業用地の概要＞ 

  所 在 地  熊谷市本町２丁目地内 

  敷地面積  約８，１００㎡（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   ９，５０４千円 

141

72

63
62

141

706968

67 66

65

64 71

5-2

5-14

1-1

2

3

熊
谷
第
５
０
４
号
線

1,596.22㎡
1,434.91㎡

856.59㎡
986.13㎡

1,412.09㎡1,154.59㎡

至

熊
谷
市
役
所

市

役

所

通

り

国 道 １ ７ 号 線

容積率

４００％

６００％

（熊谷市本町二丁目）

熊
谷
市
道

敷地面積 ８，１５２．８８㎡
【最大延床面積 ４３，０８８．０３㎡】

熊谷市道



－１３－ 

サービス産業支援事業費のうち 

 

生活サポート産業ネットワークづくり事業  

 

担当 商業・サービス産業支援課 人材育成・サービス産業担当 

内線 ３７５５  

 

１ 目  的 

  医療・福祉や衣食住など県民生活をより安全・安心で快適にする生活サポート産業の

ネットワークを構築し、新サービス・新商品の創出支援により県内産業の活性化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）戦略会議・プロジェクトの運営 

  ① 大学教授、医療機関・介護施設の代表者、支援機関の代表者等で構成する戦略会

議を運営し、生活サポート産業の振興策を検討する。 

  ② 福祉施設・医療機関等の現場関係者とサービス事業者や製造業者によるプロジェ

クトを立ち上げ、新サービス・新商品の創出を支援する。 

（２）生活サポート分野における新たなサービス業の公募・委託 

   生活サポート分野において、民間のノウハウやアイデアを活用した新たなサービス

業を展開するため、民間企業やＮＰＯ法人等から事業の提案を募集し、採択された事

業を委託・実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ４４，３７５千円 

埼玉県 

（コーディネート） 

県民生活の 

質の向上 

サービス産業 

事業拡大 

雇用創出 

生活サポート 

産業の活性化 

サービス事業者 
医療機関 

福祉施設 

医療・福祉機器 

製造業者 

埼玉県立大学 

研究機関 

 事業の概要 

関係事業者等のネ

ットワークをつく

り、新サービスや新

商品の創出を促進。 

新サービス

新商品創出 

生活サポート産業ネットワーク 

テーマ等の

提案 

新たなサービス業の 

公募・委託事業 

生活サポート産業 

戦略会議 



 

－１４－ 

中心市街地等商店街活性化促進事業費  

 

担当 商業・サービス産業支援課 商業担当 
内線 ３７６１     

 

１ 目的 
  様々な課題を抱える商店街や商店に対して、経営支援や資金支援、人材育成
などを行うことにより、中心市街地、商店街のにぎわいを創出し、地域商業を
活性化する。  

 

２ 事業内容 
（１）にぎわい商店街づくり支援事業 

  地域の課題解決を図る事業計画に基づき、新たな事業を実施する商店街に 
 対し助成する。 

・補 助 率  県 １／２以内 

・限 度 額   初 年 度 ２００万円 

       ２年度目 １００万円 

       ３年度目  ５０万円 

（２）魅力を創造する商店街応援事業 

  一店逸品運動や特色ある催しを実施する商店街に対し助成する。 

・補 助 率  県 １／３以内、市町村 １／３以内 

・限 度 額   １００万円 

（３）商店街等育成事業 

  課題に直面する商店街、商店に対し専門家（アドバイザー）を派遣する。 

（４）商店街施設整備事業 

  ＬＥＤ街路灯などの施設整備に対し助成する。 

・補 助 率  県 １／３以内、市町村 １／３以内 

・限 度 額   １０００万円 

（５）埼玉商業イノベーションスクール実施事業 

  即戦力となる後継者や将来、全国規模で活躍する経営者の育成を目指して、 
 研修を実施する。 

 

             
     

 

 

３ 予算額 ４５，２３３千円 

にぎわい商店街づくり支援事業 
深谷商業奉仕会「夕市の開催」 

※月 1回、深谷シネマの中庭で夕市を開催 

 

商店街施設整備事業 
蕨西口みゆき商店会 

※ＬＥＤ街路灯の設置 

  



新 規 

－１５－ 

彩の国観光振興推進費のうち 

 

「教育旅行のメッカ」埼玉づくり事業  

 

担当 観光課 観光・物産振興担当 

内線 ３９５４ 
 

１ 目  的 

学習や研修の素材に富む本県の特性を活かし、工場見学や農業体験等をメニ

ューとした教育旅行を誘致することで、「埼玉といえば遠足・修学旅行」との

観光イメージづくりを行い、観光を次世代の成長産業へとつなげる。 

 

２ 事業内容 

（１）市町村と連携し、教育旅行のメニューとなる体験プログラムを構築する。 

 

（２）旅行会社や県内外の学校関係者を対象にモニターツアー等を実施し、教

   育旅行のモデルコースや体験プログラムのプロモーションを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ６，９１０千円 

 

 

 

 

県内外の小中高等学校 

 

埼玉のプロモーション 

・モニターツアー等の実施 

教育旅行のメッカ ⇒ 埼玉県 

修学旅行・遠足の誘致 

工場見学 伝統工芸

体験 

農業体験 自然体験など 

 



新 規 

－１６－ 

彩の国観光振興推進費のうち 

 

 

観光資源発掘・育成促進事業  

 

担当 観光課 観光・物産振興担当 

内線 ３９５４ 
 

１ 目  的 

県内の観光資源の発掘育成を進め、地域団体主導の旅行商品やイベントの企

画実施を支援することで、地域の自立的かつ長期的な観光振興体制を育成する。 

また本県と近隣県の観光資源を結びつけ、新たな観光のモデルコースを提案

し、県内外からの誘客を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）企画審査による旅行商品・イベント企画の実施 

   地域の団体（自治体、観光協会、地元旅行会社等）から旅行商品や 

  イベント等の企画を募集し、審査会で選定した企画を実施し、観光資 

  源の発掘及び地域の企画力向上を図る。 

 

（２）県外観光資源との連携商品企画販売 

   発掘した県内の観光資源と、他県の観光資源を結びつけた旅行商品 

  を企画販売し、新たな観光のモデルコースを提案する。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ３３，４０５千円 

 

旅行商品販売・イベント実施など 

企画の審査・選定 

企画審査による旅行商品・イベント企画実施 県外観光資源との連携商品企画販売 

連動  

選定企画と 

他 県 観 光 

資 源 と の 

連 携 な ど 

新たな観光モデルコースの提案 

発掘した 

観光資源 企画の 募集 

自治体 
 

地域の 
旅行会社 

観光協会 

他 県 

観光資源 
 



新 規 

－１７－ 

彩の国観光振興推進費のうち 

 

アニメとスマートフォンを活用した観光誘客事業  

 

担当 観光課 総務・企画担当 

内線 ３９５６ 
 

１ 目  的 

スマートフォンのＡＲ（拡張現実）技術を活用した観光情報提供の実施によ

り、「聖地巡礼」と呼ばれるアニメツーリズムを振興する。 

また、イベント及びプロモーションを実施し、主に若年層の観光誘客を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）アニメの聖地と呼ばれ、県内外のアニメファンの来訪が増えている地域を

中心に、スマートフォンのＡＲ技術を活用した観光情報提供を実施する。 

 

（２）アニメとＡＲ技術を活用したゲームイベントなど、若者目線のイベント

を複数回実施する。 

 

（３）鉄道事業者等と共同したＰＲなど、この事業全体について効果的なプロ

モーションを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １８，２１２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※「あの花」：平成２３年４月～６月にテレビ放映されたアニメ「あの日見た花の名前を僕達は 

         まだ知らない。」の通称。 

現 状 
 

アニメ「あの花」(※)

の舞台設定のモデルと

なった秩父では、若者

を中心としたアニメフ

ァンによる「聖地巡礼」

現象が発生。 

事業実施 
 

・スマホの AR技術を活 

 用した観光情報提供 

・アニメと AR技術を活 

 用したイベント 

・効果的なプロモーシ 

 ョン 

効 果 
 

「あの花」聖地巡礼が

新たな観光資源として

定着し、若年層を中心

とした観光誘客が図ら

れる。 



新 規 

－１８－ 

彩の国観光振興推進費のうち 

 

埼玉観光・物産知名度アップ事業  

 

担当 観光課 観光・物産振興担当 

内線 ３９５２ 

 

１ 目的 

  観光地や物産の知名度・イメージが低い本県の情報をメディアとのタイアッ

プやソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）を活用して県内外に積極的に

露出し、知名度の向上につなげる。 

 

２ 事業内容 

（１）埼玉観光・物産知名度アップ事業 

 ① 雑誌や広告メディア、ネットメディアを活用したプロモーションにより埼

玉の観光・物産情報の露出拡大を図る。 

 ② 新しい情報発信手段として注目を集めているフェイスブックやツイッタ

ーをはじめとしたソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）を活用した観

光ＰＲを行う。 

 

（２）埼玉から全国・海外へ観光・物産宣伝 

   県内外イベント、物産展等への出展及び県内企業の出展を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ３２,０９３千円 

■現状 

・県民の地域愛着度の不足 

・知名度の不足 

・埼玉県への来訪経験・口コミ 

  情報の不足 

■課題 

・新しい方法での情報発信を 

 行う必要がある 

 

■展開の具体例 

①メディアとタイアップ

したＰＲ 

②ＳＮＳを活用した観光

ＰＲ 

③県外イベントでのＰＲ 

露出増により

知名度アップ

を目指す 



 

－１９－ 

学生や若年求職者に対する就業支援 
 

 

                                 担当 就業支援課 若年者就業支援担当 
                      内線 ４５３８ 
 

１ 目  的 

 厳しい雇用情勢を踏まえ、学生や若年求職者の就業を支援する。 
 
２ 事業内容 

（１）ヤングキャリアセンター埼玉運営費（予算額 １２，６８４千円） 

 ハローワークと連携して「ヤングキャリアセンター埼玉」を運営する。 

利用時間：平日１０時～１９時  土曜日１０時～１７時 
 
（２）ヤングキャリアセンター埼玉就職支援事業費（予算額 ５３，６３１千円） 

 ヤングキャリアセンター埼玉において、キャリアカウンセラーによる相談や臨床心

理士による心理カウンセリング、就職支援セミナー、合同企業面接会等を実施する。 
 
（３）大学連携就職支援事業費（予算額 １４，６８５千円） 

 学生と中小企業とのマッチングを図るため、大学や金融機関、中小企業と連携して

合同企業面接会を開催するほか、新たに企業と大学との交流会を開催する。 
 
（４）若年者実務研修雇用促進事業（予算額 １９６，３２２千円） 

 学校卒業後５年以内の未就職者等を対象として、基礎研修と派遣就業を組み合わせ 

た人材育成事業を実施し、正規就職に結び付ける。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ２７７，３２２千円 

 

合同企業面接会 
金融機関 
との連携 

大学連携 

就職支援事業費 

保護者 

セミナー 

 

ヤングキャリアセンター埼玉 

運営費・就職支援事業費 

 

キャリアカウンセリング 
ＯＦＦ－ＪＴ 

（基礎研修） 

就職支援セミナー 

若年者実務研修 

雇用促進事業 

心理カウンセリング 

企業・大学 

交流会 

ＯＪＴ 

（派遣就業） 
合同企業 

面接会 

新卒応援 

セミナー 

学     生  若 年 求 職 者 

 新 

 新 

就    職 



新 規 

－２０－ 

ヤングキャリアセンター埼玉運営費のうち 

 
キャリアセンターブランチ等就職支援事業 

 

                                 担当 就業支援課 若年者就業支援担当 
                      内線 ４５３８ 
 
１ 目  的 
 子育て中の女性や若者が身近な地域で支援を受けられるよう、市と連携してキャリア
センターブランチや巡回相談を展開し、地域における就業支援を強化する。 
 

２ 事業内容 
（１）実施箇所 

○ ブランチ（２市） 所沢市、草加市 
  これまで実施していた巡回相談を常設化 
○ 巡回相談（５市） 川越市、熊谷市、秩父市、加須市、春日部市 
  これまで実施していた巡回相談を継続 

 
（２）支援内容 

○ キャリアカウンセリング 
  キャリアカウンセラーを配置し、就職活動に関する総合的なアドバイスを行う。 
○ 心理カウンセリング 

臨床心理士を配置し、就職活動で精神的ストレスを抱える若者やコミュニケーシ
ョンに悩む若者にカウンセリングを実施し、就職活動を心理面から支えていく。 

○ 就職支援セミナー 
自己分析、面接対策、応募書類の作成などをテーマとしたセミナーを開催する。 
また、子育て中の女性の就職を支援するセミナーを託児付で開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ２８，５４８千円 

●場所の提供 

●職員の応援 

●広報 

 

 

就 

 

 

職 

 

 

ブランチ 巡回相談 

所沢 草加 
川越 熊谷 秩父 

加須 春日部 

子育て中の女性・若者 

 

市 連 携 

キャリアカウンセリング 

週１日（秩父・加須は隔週） 

心理カウンセリング 

月１日（秩父を除く） 

就職支援セミナー 

月１回（秩父を除く） 

キャリアカウンセリング 

週５日（所沢） 

週３日（草加） 

心理カウンセリング 

月２日 

就職支援セミナー 

月２回 

ヤングキャリア 

センター 

１回は託児付 

女性セミナー 女性キャリア 

センター 



新 規 

－２１－ 

就業環境整備促進事業費のうち 

 

多様な働き方推進事業 
 

                   担当 勤労者福祉課  就業環境づくり担当 
                     内線 ４５１４             
 

１ 目  的 

出産を契機に約６割の女性が退職していることを踏まえ、子育て期の従業員の仕事の

負担感を軽減するため、短時間勤務やフレックスタイムなど多様な働き方の定着を県内

企業に促すことにより、女性が働くための条件を整備する。 

 

２ 事業内容 

（１）短時間勤務制度の導入・利用促進事業（予算額 ２９，６８９千円） 

   ・緊急雇用創出基金による企業訪問 ⇒ ２千社（５０～２９９人）を普及員が訪問 

  ・部内職員によるフォローアップ訪問⇒ 課題のある企業を職員が再度訪問 

  ・経済団体への職員派遣      ⇒ 経済団体との一体的な周知活動 

 

（２）多様な働き方実践企業の認定（予算額 ２，４５７千円） 

   ・短時間やフレックスタイム等の多様な働き方の実践企業を認定（４年間で２千社） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
３ 予 算 額  ３２，１４６千円 

出産を機に約

６割の女性が

退職している。 

就 職 

就 職 

活 動 

職 業 

訓 練 

 

 

 

（１）短時間勤務制度の導入・利用促進事業 

・緊急雇用創出基金を活用した企業訪問 

 （普及員１１人が中堅企業（50～299 人）２千社を訪問） 

・多様な働き方実践企業を認定（４年間で２千社） 

 【認定企業の基準の考え方】 

 ①短時間勤務制度及び所定外労働免除していること 

 ②育児休業法上の努力義務を実施していること 

 ③制度の利用者がいること など 

 

制度の 

 

 

多様な働き方推進事業 

・職員によるフォローアップ 

 （課題企業を再度訪問） 

高い退職率 

・経済団体との一体的周知 

（経済団体に職員派遣） 

（２）多様な働き方実践企業の認定 

短時間勤務制

度の導入企業

の約５割しか

利用実績がな

い。 

低い利用率 

短時間勤務制度を導入

する中堅企業の割合 

Ｈ２４・・・ ８０％ 

Ｈ２５・・・１００％ 

短時間勤務の利用促進 

目 標 現 状 

 

５６．１％（Ｈ１７）  

     ↓ 

６３．８％（Ｈ２７） 

女性（３０～３９歳）の

就業率 



新 規 

－２２－ 

就業環境整備促進事業費のうち 

 

県庁と企業による共同利用型保育所設置事業  

 

担当 勤労者福祉課 就業環境づくり担当 

                 内線 ４５２０ 

 

１ 目  的 

  県庁舎の一部を活用して周辺企業と共同で利用するモデル保育所を設置し、その運営 

 ノウハウを普及することにより工業団地や大型商業施設等での共同利用型保育所の設置 

 を促進する。 

 

２ 事業内容 

・設  置：県 

・設置場所：職員会館１階の一部を改修  

・運  営：県共済組合と企業数社で運営協議会を設置し、民間保育事業者に保育を委託 

      （協議会事務局は県） 

・受入人数：１５人（将来的には２０人まで受入）  

・開  園：平成２５年１月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ３６，５４７千円 

 

利用者 

 
協議会構成員の

職員、社員 

県共済

組合 

 

Ａ社 

 

Ｂ社 

利用枠 ３人 

 

Ｃ社 

 

Ｄ社 
…… 利用枠１２人 

運営協議会 

（事務局：県） 

県共済組合と企業は、予め

取り決めた各団体ごとの利

用枠に応じて協議会に負担

金を支出 

保育事業者 
保育料 

 支払い 

委託 

 契約 

 

 
共同保育所 

 

 

共同運営のノウハウ

を普及し、民間の共

同設置を促進 

 

 



一部新規 

－２３－ 

障害者就労支援の強化 
 

  担当 就業支援課 障害者就業支援担当 
   内線 ４５３６ 

 

１ 目  的 
  厳しい障害者雇用情勢を踏まえ、企業や障害者に対する就労支援を強化する。 

 
２ 事業内容 
（１）障害者雇用サポートセンター運営費（予算額 ３５，５２８千円） 
     障害者雇用に理解を示した企業に対して、具体的な雇用の提案や雇用管理のアドバ 
  イスなどを行い、障害者の就労の場の創出を図る。 
 
（２）障害者雇用推進事業費（予算額 ２４，４２２千円） 
    障害者雇用開拓員を５人配置し、企業の経営者に直接交渉して積極的に雇用の受け 
   皿づくりを行う。 
 
（３）○新障害者雇用企業誘致専門員配置事業（予算額 ２６，１６４千円）  

 障害者雇用サポートセンターに企業誘致専門員５人を配置し、特例子会社や障害者
雇用に積極的に取り組む企業の誘致により、雇用の受け皿の拡大を図る。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ８６，１１４千円 

 

企 

 

 

 

業 

 

障 

 

害 

 

者 

障害者就業・生活支援センター 

市町村障害者就労支援センター 

雇
用
支
援 

就
労
支
援 

就労のコーディネート 

障害者雇用サポートセンター 
 

○企業に対して、障害者雇用の具体的な 

提案や雇用管理のアドバイスを行う 

障害者雇用企業誘致専門員 
  ○特例子会社等の誘致を行う 

機動的な連携 

提
案
・ 

ア
ド
バ
イ
ス 

積
極
的
な
雇
用
開
拓
・ 

誘
致 

障害者雇用開拓員 
  ○雇用率未達成企業の求人を開拓する 

就
労
の
場
の
提
供 

新 



－２４－ 

職 業 訓 練 の 充 実 

 
                                   担当 産業人材育成課 能力開発担当 
                   内線 ４６０１ 
 
１ 目  的 

新規学卒者の若者から中高年者までの求職者に職業訓練を実施し、就職に結びつける

とともに、がんばる中小企業で働く従業員に職業訓練を実施し、スキルアップを図る。 
 
２ 事業内容 

高等技術専門校及び職業能力開発センターが、求職者及び在職者を対象に職業訓練を

実施する。 

訓練の実施に当たっては、高等技術専門校の施設内における訓練のほか、民間の教育

訓練機関や大学等を活用し、幅広い講座を設定する。 

（１）高等技術専門校訓練等推進事業費 （予算額 ３２９,０２９千円） 

学卒者・ 

離転職者 

対象訓練 

２２講座 

９００人 

新規学卒者から中高年者までニーズに応じて対応 

・ものづくりを中心とした１～２年間の訓練 

・知的障害者を対象としたサービス実務科の新設 

・環境・エネルギーに対応した内容へリニューアル 

在職者対象 

訓練 

１５０講座 

２，５００人 

中小企業の在職者を対象 
・経営改善を支える技術や資格取得を支援する短期間の講座 

・企業ニーズや環境分野対応のオーダーメイド型訓練を拡充 

（２）委託訓練事業費 （予算額１,７２９,５４７千円） 

就職支援 

訓練 

３７９講座 

６，９００人 

新規学卒未就職者や母子家庭の母の優先枠を設定 
・２か月～６か月で、求人ニーズの高い介護・農業・情報処 

 理などの幅広い内容を年間通じて開講 

・２年間で、介護福祉士・保育士の資格取得講座を開講 

障害者対象 

職業訓練 

７４講座 

４００人 

障害の態様ごとに対応 
・障害者雇用ニーズと障害者の態様に応じた多様な訓練を 

 年間通じて開講 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

３ 予 算 額   ２,０５８,５７６千円 

求
職
者 

就 

職 

高等技術専門校・職業能力開発センター 

職業訓練〔１０,７００人〕 

●成長分野などに対応した多様な訓練 
●民間教育訓練機関・大学等を活用 
●託児サービスの提供〔１８０人〕 

〔平成２３年度〕 

527講座 ９，２１０人 

拡 充 
98講座 １,４９０人 

〔平成２４年度〕 

625講座１０,７００人 

在
職
者 

業
務
改
善

技
能
向
上 



新 規 

－２５－ 

技能向上訓練推進費のうち 

 

エコタウンを支える人材創出事業 
 

 
                   担当 産業人材育成課 能力開発担当 
                   内線 ４６０１ 
            

１ 目  的 

エコタウンプロジェクト推進に向けて環境・エネルギー分野の職業訓練を実施し、エ

コタウンを支える人材を創出する。 

 

２ 事業内容 

太陽光発電システムなど次世代エネルギー設備の設置・保守、電気自動車と充電設備

の運用・整備、スマートハウス設計などの実務を担う人材を職業訓練により育成する。 

 

 エコタウンを支える人材創出事業 

（環境・エネルギー関連職業訓練の実施） 

 学
卒
者
・
離
転
職
者
対
象 

高等技術専門校施設内での訓練充実        ３３０人 

→ 主として若年者を対象に１～２年かけて育成 

・高等技術専門校の指導体制強化  

・新カリキュラム実施  

実習機器導入 
  
・太陽光発電 

  システム  
 
・ヒートポンプ 

  給湯器  
 
・電気自動車 
 
 など  

 
委託訓練での取組開始               ５０人 

→ 民間教育訓練機関等を活用して３か月程度を実施 

 在
職
者
対
象 

技能講習での取組拡充                ５００人 

→ 数日間でスキルアップのための講座を実施 
・環境・エネルギー関連メニューの充実 

 

 

 

    

  *育成人数８８０人はＰ２４職業訓練の充実に記載した訓練者数１０，７００人の内数 

 

 

３ 予 算 額   ２８，３５７千円 

エコタウンプロジェクトを支える人材を年間８８０人育成 
スマートハウス  

スマートオフィス    などに対応 
エコファクトリー  

 



－２６－ 

グローバル人材の育成 

 

               （１）中小企業若手社員海外研修支援事業 

                  担当 産業労働政策課  内線 ３７２７ 

               （２）海外インターンシップ促進事業費 

                  担当 就業支援課  内線 ４５４１  

 

１ 目  的  

  県内中小企業の若手社員の海外研修や大学生の海外インターンシップを支援し、

グローバル人材の育成を促進する。 

 

２ 事業内容  

（１）中小企業若手社員海外研修支援事業（予算額１０，６９９千円） 

  ・対象：県内に主たる事業所を有する中小企業（２０社）  

  ・対象事業：海外の企業や大学等に若手社員を派遣して行う研修 

  ・対象経費：渡航費、滞在費、研修費等 

  ・補助率（限度額）：１／２（５００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海外インターンシップ促進事業費（予算額６，４２８千円） 

  ①大学生への補助金 

  ・対象：県内在住・在学大学生等（２０人）  

  ・対象事業：県内企業の海外拠点におけるインターンシップ 

  ・対象経費：航空運賃、滞在費等 

  ・補助率（限度額）：１／２（２００千円） 

  ②企業への謝金 

  ・限度額１０５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １７，１２７千円 

 

 

助成 

謝金 

県内企業 

助成 

研修 

海外企業・大学 

県 

インターンシップ 

県内企業 

海外拠点 

県内大学生 

若手社員 

県 


